
国家宇宙戦略ツールキット
ブリーフィングペーパー
2025年 9月



免責事項
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序論

宇宙インフラが日常生活に不可欠なものとなる中、
宇宙技術の能力を活用し、国家的な優先課題を推進
する方法をすべての国が理解する必要がある。世界
経済フォーラムが PwC の協力を得て開発した『国家
宇宙戦略ツールキット』は、宇宙開発を国家目標と
整合させるための戦略的枠組みを提供する。また、
国家宇宙計画の成熟度と目標（初期段階、発展段階、
成長段階）に応じて調整可能なモジュール式の提言
も示す。こうした洞察を活用することにより、各国は
自らの状況を客観的に評価し、宇宙開発に積極的に
関与すると同時に、経済成長、技術進歩、社会発展
のために宇宙を活用することが可能となるだろう。本
ブリーフィングペーパーは、ツールキット利用者が宇
宙分野への投資を主張する際の根拠を提示するとと
もに、効果的な国家宇宙戦略の価値を明確に示すも
のである。

主体と活動の増加

スペースエコノミーはもはや少数の国々に限定され
たものではなく、新たな事業者や活動によって急速
に拡大するフロンティアとなっている。2025 年現在、
国 連 宇 宙 空 間 平 和 利 用 委員会（COPUOS） に は
104 カ国が加盟。わずか 10 年前には 77 カ国だった
ことから、各国が宇宙分野に寄せる関心がグローバ
ルに拡大していることが分かる。この拡大は、国際舞
台での存在感のみにとどまらない。これらの国々のう
ち 90 カ国以上が実際に人工衛星を打ち上げており、
世界に存在する 80 近い宇宙機関に加えて毎年新た
な機関が設立されている 1。このことは、宇宙開発が
もたらす価値に対する真の関心と理解が深まっている
ことを如実に物語っている。ビジネス面では、民間
企業と多様な投資家がこの分野の成長を牽引してお

り、2023 年には機関投資家による投資額が 900 億
ドルを超えた 2。政府機関との戦略的パートナーシッ
プを通じて、産業の拡大とグローバルな展開がさら
に加速されているのである。

拡大するスペースエコノミー

宇宙はグローバル経済にとって不可欠な要素であり、
ほぼすべての産業分野に影響を与えている。宇宙
開発は、地上の各産業分野において直接的な価値
の 1.8 倍から 3.2 倍に相当する波及収益を生み出し、
宇宙インフラの広範な恩恵は国家経済にとって 4 倍
から 8 倍の規模に達する可能性がある 3。従来の宇
宙ハードウェアサービス提供者から、宇宙技術によっ
て可能となる新たな応用分野までを含む、グローバ
ルなスペースエコノミーの規模は、平均 9% の成長
率で成長を続け、2035 年までに 1.8 兆ドルに達する
と見込まれる 4。

衛星、打ち上げ、探査といった中核的な宇宙開発
の「バックボーン（基幹）」で大幅な成長が見込ま
れる一方、2035 年までに宇宙がもたらす経済価値
の大部分は、地球上で宇宙技術を活用、展開される 

「リーチ（波及効果）」分野からもたらされるだろう。
これには、通信と、測位、航法、計時（PNT）、地球
観測（EO）などの宇宙技術によって可能となる様々
な応用分野が含まれる。2035 年までには、ライドシェ
アリング、フードデリバリー、農業関連技術など、「リー
チ」分野の産業横断的な統合が進み、1 兆ドル規模
の市場を形成すると見込まれる 5。宇宙技術への投資
は、単に軌道到達を目指すだけでなく、地球上にお
ける国家の経済成長、イノベーション、競争力の向
上にもつながる。 

スペースエコノミーとは何か、
なぜ重要なのか

スペースエコノミーの概要図  1

「リーチ（波及効果）」
－地球向けの地上応用

「バックボーン（基幹）」
－地球と宇宙向けの
ハードウェアサービス

潜在的可能性を
秘めた新規事業
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宇宙と社会経済開発

宇宙への投資がもたらす利益は、単なる経済的リ
ターンをはるかに超えたものである。災害警報、気
候監視、人道支援などを通じて、地球規模の課題に
対処するには、宇宙技術が不可欠だからだ。国連
の持続可能な開発目標（SDGs）17 項目に関連する
169 のターゲットのうち、65 項目が測位、航法、計
時（PNT）と地球観測（EO）サービスの直接的な
恩恵を受けており、これらは行動の促進や進捗の監
視に活用することができる 6。また、新興テクノロジー
の発展により、宇宙アプリケーションの適用範囲は
拡大を続けており、現代の国家にとって宇宙技術の
重要性は一層高まっている。センサー技術の進歩と、
AI、機械学習、深層学習、エッジコンピューティン
グの統合が進むことにより、今後 10 年間でその影
響力はさらに増大すると考えられる 7。

SDGs の達成支援に加え、政策立案者は宇宙能力を
活用して意思決定を行い、経済発展を推進している。
例えば、精密な環境データの活用や、地方における
コネクティビティの確保が挙げられる。これらのツー
ルは、迅速な危機対応、脆弱性の軽減、デジタル
対応、コネクティビティの格差解消において特に重
要である。

宇宙外交

宇宙能力が国家安全保障と主権を支える一方で、宇

宙外交はソフトパワーを強化するための戦略的手段
を提供する 8。国際宇宙ステーション（ISS）のよう
な取り組みは、複雑な地政学的関係を持つ国々の間
でも、宇宙が長期的なパートナーシップを育むこと
のできる可能性を示している。また各国は、国連宇
宙空間平和利用委員会（COPUOS）などの国際フォー
ラムに参加することにより、宇宙外交や宇宙ガバナ
ンスに関する議論に参画することができる。全体と
して、宇宙開発は各国の国際的な存在感を高め、
友好関係を促進し、戦略的同盟を構築する上で重要
な役割を果たすと言えるだろう。

技術スタック

宇宙開発の技術スタックは複雑だが、宇宙サービス
を活用することにより、新興諸国はコストが高く時間
を要するインフラ整備といった従来型の開発におけ
る障壁を回避し、先進的な宇宙ベースのソリューショ
ンを採用することが可能になる。新たに参入する国
や企業は、宇宙技術基盤を一から構築し、すべて
を備える必要はない。むしろ資源が限られた環境で
必要な能力を効率的に獲得することに重点を置くべ
きである。例えば、既存の衛星ネットワークを活用
することにより、大規模なケーブル網を敷設せずに、
遠隔地へのインターネット、医療、教育の提供が可
能である。また、利用可能な地球観測（EO）デー
タと知見の活用により、独自の衛星開発を行うこと
なく、スマート農業の導入や食料安全保障の向上を
図ることも可能である。 

 宇宙開発の 
技術スタックは複雑 
だが、宇宙サービスを
活用することにより、
新興国は従来型開発
プロセスにおける 
障壁を回避することが
可能になる。
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すべての国に宇宙戦略が 
必要である理由
宇宙戦略や宇宙プログラムにより、各国は宇宙開
発のための活動を効率化し、自国の目標に合致し
た能力と主要なミッションに的を絞って取り組むこと
が可能になる。これらの戦略を実施することにより、
各国は優先度の高い宇宙開発へ効果的に資源を配
分し、投資対効果（ROI）を最大化することができる。
また、宇宙部門と国家または国際的なイニシアチ
ブ間の調整を改善し、公共の認識を高め、国家の
エコシステム構築を支援するための道筋を提供する
こともできる。

効果的な宇宙戦略は、(1) 明確な意義、将来像、
使命、および戦略的目標、(2) 国家の優先事項と
の直接的な整合性、(3) 特定分野への集中投資、 
(4) 政策・規制、能力、エコシステム、資金調達
手段といった基盤整備のための詳細な行動計画に

よって定義される。さらに『Handbook for Space 
Capability Development（宇宙能力開発ハンドブッ
ク）』に示す、宇宙能力を表す階段の図 9 で、国家
が宇宙能力を開発するための段階的なプロセスを
概説している。この枠組みはツールキットにも反映
されており、国家の優先事項に貢献する宇宙開発
を優先する一方で、不可欠な能力の開発のみに重
点を置くよう強調している。ツールキットでは、この
アプローチを通じた段階的なガイドに従い、国家の
優先事項との整合性を維持した戦略を構築するた
めの提言のリストを示す。ここから最も自国に関連
性の高い提言を選択することが可能である。

ツールキットとその利用方法に関する詳細に関して
は、『User Guide Manual（ユーザーガイドマニュア
ル）』を参照のこと。

また、戦略の策定は反復的なプロセスであること
に留意する必要がある。意義、将来像、使命、目
標は、国家の方針や変化する機会と常に整合する
よう、随時見直しと修正を行うことが推奨される。 
 

さらに、戦略を効果的かつ持続的に実施するには、
各国が補完的な宇宙政策を構築し、法整備を行うこ
とが不可欠である。この点については、ツールキッ
トの推進手段と横断的な提言に関する項で触れて
いる。

国家宇宙戦略ツールキットにおけるステップ図  2

ステップ1.1：国家の優先事項

ステップ1.2：目標

ステップ2.1：
ニーズと宇宙分野

ステップ2.2：
推進手段
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衛星通信
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ツールキットの利用：提言を実行に
移すための準備と進め方

2

包括的な宇宙戦略を策定し、ツールキットの提言を
統合するためには、タイムライン、能力、予算、な
らびに各国・地域固有の制約条件といった追加的な
要素を考慮する必要がある。また、宇宙開発の独自
性と、地上のその他の産業分野との相違点を明確に
することも重要である。

	– リスク管理：宇宙システム運用には放射線、微
小重力、リアルタイム介入の制限など、宇宙特
有のリスクを伴うため、厳格な試験の実施、冗
長性の確保、不測の事態に備えた緊急時対応計
画が必要不可欠である。

	– デュアルユースと国家安全保障：宇宙技術は民
生用途と軍事用途の両方に応用可能（デュアル
ユース）であり、法的、規制的枠組みや国際協
力における課題が生じる。

	– 長期的コミットメント：宇宙ミッションは長期にわ
たる持続的なリソースと戦略的計画性を要する
ため、地上プロジェクトに比べて予測可能性が
低い特徴がある。将来の利用に関する合意は、
長期的なコミットメントの確保に役立つ。

	– 必要な支援体制：初期費用が高く、成果が得ら
れるまでに時間がかかるため、ほとんどの宇宙
開発は政府資金と国際的なパートナーシップに
依存している。明確な戦略、長期的な資金調達、

規制の枠組みが整備されていれば、民間投資を
促進することが可能になる。

上記に加え、以下の具体的取り組みが必要である。

ステークホルダーとの連携

主となる宇宙機関や担当政府機関は、特に初期段階
において宇宙戦略を定義する上で極めて重要な役割
を担う。これには、リーダーシップの発揮、ステーク
ホルダー間の調整、資金調達、実施管理が含まれる。
次に、主導する主体は、各国政府、産業界、アカデ
ミア、市民社会など幅広いステークホルダーと連携
し、国家の強みを明確にし、推進役を特定し、協力
関係を醸成する必要がある。

過去 10 年間で、宇宙戦略の策定は商業的パート
ナーシップ、国際協力、柔軟な規制体制、企業のさ
らなる関与へと移行してきた。これは従来の政府主
導の研究開発や大規模ミッションからの転換を示し
ており、宇宙機関は現在、商業化、資金調達、知識
共有を支援する役割を担っている。こうした傾向は、
宇宙アクセスの民主化と、宇宙能力開発を国家的な
基盤強化策として位置付ける方向性を反映している。

関連ステークホルダーの概要図  3

宇宙戦略および
宇宙計画

アカデミア
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専門家アドバイザー

市民社会

研究機関

規制当局

省庁／政府機関

企業

 主となる宇宙機関や 
担当政府機関は、 
特に初期の段階では 
宇宙戦略を 
定義する上で極めて
重要な役割を担う。 
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能力評価と課題分析

国家の現状把握は、戦略策定において極めて重要
である。SWOT（強み、弱み、機会、脅威）分析
を行うことにより、既存の強み、成長機会、不足し
ている能力、宇宙プログラム構築における障壁を特
定することができる。

宇宙開発には、科学、技術、工学、数学（STEM）
分野だけでなく、財務、法律、国際関係における
専門知識も求められる。必要な能力とリソースをす
べて確保することで、精密な計画と効率的なリソー
ス配分が可能となる。また、どの課題が解決可能
であり、どの課題が解決困難かを認識することは、
現実的な目標設定と達成可能な成果の創出に不可
欠である。

以下の点を考慮してインプットを評価し、その後、
ツールキットで特定された関連分野と提言に適用 
しなければならない。

強み：国内に存在する最も優れた宇宙能力
と分野を特定し、それを基盤として構築する。

	– 現在の宇宙開発の状況、参加するステークホル
ダー、国民の認知度を評価し、戦略策定の基盤
を確立する。

	– 既存の教育、パートナーシップ、インフラを含む、
バリューチェーン全体にわたる国家の宇宙能力、
専門知識、イニシアチブのデータベースを作成
する。

弱み：不足している能力領域を特定し、 
統制可能な範囲におけるギャップの解消に 
取り組む。

	– 技術、科学、政策、人材能力におけるギャップ（不
足しているインフラ、専門知識、分野横断的ス
キルをなど）を評価する。

	– 現状の強みと不足点をもとに、国家宇宙開発を
推進するために必要な能力とスキルのレベルを
定義する。

	– 宇宙関連政策および規制について、監督体制の
明確性、国際基準との整合性、イノベーション
支援、投資支援の観点から評価する。

	– パートナーシップに影響を与える戦略的、規制
的、制度的要因を評価し、連携の強化、持続可
能性の確保、国際的な認知度と調整力の向上を
図る。

	– 宇宙開発の利点に関する認知度の課題に対処し、 
推進派を育成し、支援体制を構築する。

機会：外部のイニシアチブを通じて国家が
宇宙能力を向上させる方法を特定する。

	– 隣接分野や新興テクノロジーからの技術移転、
デュアルユース、スピンインを活用する。

	– 世界および地域の宇宙開発動向と整合を図り、
戦略的機会を特定し、パートナーシップを活用 
して国家目標を支援する。 
 
 
 

脅威：管理範囲外のリスクとその対処
法を特定する。 

	– 政治体制の移り変わりに伴う政策と資金の不連
続性により、長期プログラムが損なわれるリスク
を評価する。民間投資、官民連携（PPP）、長
期的な国家資金メカニズムを通じた資金調達の
多様化方法を評価する。

	– 外部パートナーへの過度の依存、地政学的不
安定性、輸出規制が脆弱性を生み、特定技術、
部品、サービスへのアクセスを制限する可能性
を評価し、パートナーシップの多様化を図る。
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行動の優先順位付け

戦略策定においては優先順位付けが不可欠であり、
特に限られた資源と早期成果の必要性を考慮する
必要がある。適切な分野と行動を優先することによ
り、資源の確実な有効活用と、主要能力の強化が
可能となる。

宇宙開発の中でも、特に上流開発に関わる活動は
複雑であり、コストの高さ、技術的限界、打ち上
げ遅延、規制上の障壁といった固有のリスクにより

遅延が生じることが多い。政策立案者は、目標とこう
したリスクに対する現実的な評価とのバランスを取ら
なければならない。短期的には解決が困難なギャッ
プを特定することで、政策立案者は未整備の能力や
資源に依存する目標を追求することを避け、的を絞っ
た実現可能な戦略を策定することができる。

この戦略では、活動のタイムラインが異なる短期、
中期、長期のアクションを網羅する必要がある。以
下のアプローチを用いて、行動の優先順位付けを
行うことができる。

評価と進捗管理

戦略に関する実施状況のモニタリングと評価は、進
捗状況を追跡し、国家優先事項との整合性を維持
するために極めて重要である。主要業績評価指標

（KPI）の設定により、明確な測定基準が確立され、
責任の所在が明確になると同時に、特定の目標に
対する説明責任を果たすことにつながる。宇宙開発
における KPI を設定する際には、予算やスケジュー
ル上の制約など、特定の KPI 達成に影響を及ぼす
可能性のある共通課題を検討しなければならない。

KPI と同時に、主要な行動のタイムフレームを明示
した明確なマイルストーンを設定し、設定した目標
に対する進捗を評価する。定期的なレビューを実施
することで、進捗、変化、新たな機会に基づいて
優先順位を見直すことができるだろう。以下の KPI
は、ツールキットで提示されているテーマ別の推進
要因と横断的な提言に関する具体例である。

	– 資金調達：特に研究開発投資を重視して、公的
資金と民間資金の総額を評価する。

	– 企業：宇宙関連および隣接セクターの事業体、
市場規模、ユーザー基盤、宇宙開発への民間
投資を追跡し、企業のエコシステムの力を測定
する。

	– パートナーシップ：国内外の協力関係や共同プ
ロジェクトの数、質、影響力をモニタリングする。

	– 認知度向上：調査、メディア報道、イベント参加、
ソーシャルメディアの関与を通じて、宇宙開発
の拡大と国民の認知度向上を評価する。

	– 教育と人材育成：宇宙関連分野における入学者
数、卒業者数、開講コース数、研究成果、雇用
創出数、就職率、新規採用者数などの追跡調
査を行う。

行動の優先順位付けを行うためのロードマップ図  4
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結論
本ツールキットは、各国が宇宙技術の全領域を開
発するのではなく、戦略的目標に基づいて重点的
に強化すべき宇宙能力を見極めることを支援する。 
ガイド付き評価と推奨される行動を通じて、各国
は包括的なエコシステムを構築し、政府や産業界
における宇宙分野への理解を促進し、宇宙技術が 
SDGs、STEM 教 育、 分 野 横 断 的 イノベ ーション
といった社会経済的優先課題の解決を支援する
仕 組 み のより深 い 理 解 が 可 能となる。こうした
取り組 み は、 責 任ある形で 宇 宙 分 野 に 参 加し、 

国際協力を強化する各国の姿勢を通じ、個々の国
家と世界の宇宙産業全体の双方に利益をもたらす
だろう。ツールキットはまた、今後、各国政府のパー
トナーとなるステークホルダーに対し、スペースエコ
ノミーへの参入に必要な知識を提供することにより、 
産業界の発展を支援する。どの国も他国の事例から
学び、自国の能力、政治目標、経済状況に合わせ
て戦略を調整することができるだろう。宇宙がより身
近なものになりつつある今こそ、すべての国が宇宙
国家となり、その恩恵を活かす機会なのである。
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